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重要イベント① 日銀短観と金融政策  

10月3日に日本銀行が発表する短観（全国企業短期経済観測調査、9月調査）では、企業の景況感、売上・
利益見通し、設備投資計画などが注目されます。9月21日に打ち出された「長短金利操作付き量的・質的金融緩
和」の枠組みのもと、10月31日、11月1日の次回金融政策決定会合での追加緩和を占う重要材料ともなります。 

重要イベント② 米国の大統領選挙戦 
11月8日の投票を控え、米国の大統領選挙戦は最終盤を迎えます。クリントン、トランプ両候補のどちらが優勢にな
るかが、米国に留まらず世界の金融市場に影響する可能性があります。また、大統領選と同時に行なわれる議会選
挙（上院の3分の1、下院の全議席が改選）の情勢も注目されます。大統領が所属する党と議会多数派が異な
れば、新大統領が打ち出す政策の実現がスムーズに進まない可能性が高まります。 

重要イベント③ 米国の7-9月期のGDP統計 
今年前半の米国の実質GDPは前期比年率で1％前後の低い伸びに留まり、FRB（米連邦準備制度理事会）
が昨年12月以降、利上げを見送ってきた一因ともなりました。しかし、10月28日発表の7-9月期のGDP統計で実
質GDPが前期比年率2%以上の伸びになれば、FRBが年末までに利上げを実施する機運が高まるでしょう。 
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1 

  

 上記は、すべて現地時間で作成しており、作成時点で利用可能な最新の情報を用いておりますが、発表日は変更される可能性があります。 
（出所）Bloombergデータ等より野村アセットマネジメント作成 

予定

3日(月) 日本 日銀短観（9月調査）

3日(月) 米国 ISM製造業景況感指数（9月）

5日(水) 米国 ISM非製造業景況感指数（9月）

7日(金) 米国 雇用統計（9月）

13日(木) 中国 貿易収支（9月）

14日(金) 米国 小売売上高（9月）

18日(火) 米国 消費者物価指数（9月）

19日(水) 中国 鉱工業生産指数（9月）、小売売上高（９月）、固定資産投資（9月）、7-9月期GDP

20日(木) ユーロ圏 金融政策発表

28日(金) 日本 消費者物価指数（9月）、失業率（9月）、全世帯家計調査（9月）

28日(金) 米国 7-9月期GDP（速報値）

31日(月) 日本 鉱工業生産指数（9月）、小売売上高（9月）

31日(月) ユーロ圏 7-9月期GDP（速報値）

国・地域
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○野村アセットマネジメントHP（http://www.nomura-am.co.jp/）からは、 

 ホーム画面 ＞ マーケット情報 ＞ マーケットコメント 

 とクリックしていただくことで、アクセスできます。 

 こちらのページからは、過去のマーケットコメントもご覧いただけます。 
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